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｛ 今後１０年で世界は大転換する ｝ 

 ほぼ確実に１０年以内に体制変革に繋がる金融危機は起こる、その体制崩壊

は絶対に軍事衝突にはならない、何故なら米中二大国は完全に金融的に一蓮托

生、軍事力は完全に無用の長物と化す、これから先有用な国とは ①狭い国土に

密集して人が住んでいるほどエネルギー効率が上がる ②サービス産業主導経

済でのビジネスチャンスが広がる ③少ない人、国に高い教育を施せる人口小

国が有利になる、貧富差が大きい米・中・ロシアは非常に不利になる ①～③を

満たす国、つまり日本が一番強い。 

 米国の政治は法治国家では贈収賄と考えられることを専門家がロビイストと

称し連邦議会に登録して四半期毎に財務諸表をキチンと提出すれば議員・高級

官僚に賄賂を贈っても合法的政治活動となり今の米国はまさに「末世」という表

現がふさわしい。 

 米国こそ世界史上最大の利権国家という当たり前の指摘が日本の知識人諸氏

に欠落している。 

｛ 本物の植民地解放がやっと始まる ｝ 

 アジア・アフリカ・ラテンアメリカの人たちは今でも「おたくの国の宗主国は

どこだったの」と文化や文明の伝統を確かめる挨拶代わりに聞く、それ位に植民

地根性が染みこんで日本人が「我々は一度も植民地として支配されたことはな

い」と云うとビックリされる。 

｛ 大英帝国の植民地支配は過酷だった ｝ 

 オーストラリアやニュージーランドの先住民はほとんど皆殺し、アメリカで

は多くのネイティブ・アメリカンが虐殺され大英帝国の悪質さは注目に値する、

しぶとく２００年間世界覇権を維持した国は恐らくは英国が最初で最後に。 

｛ 近現代世界史は８４年サイクルで動いている新説 ｝ 

 英国の前のオランダは１７２０年から８３～４年、米国は１９３０年代から

の８５～６年、１９３２年を危機のピークとして前後の２０年間が危機の時代、  

今回は２０１６年を危機のピークとして前後２０年間２００６年～２６年が危

機の時代としている                       P １ 



１８７３～９年の時代は大デフレ時代だったが一般庶民勤労所得の実質上昇率

が一番高かった時代、米・英・独でもこの時代に急速に工業化、一般労働者が素

晴らしい生活水準の向上を達成した時代だった。 

｛ １８７０～９０年代の繁栄と中国の平和性 ｝ 

 大英帝国が落ち目になって勃興した５大国が各々新勢力として一番世界経済

に占めるセェア拡大の３０年間、米国と独は全く同じ１８７１～１９００年、ソ

連は１９７５年がピーク・軍事支出は３２～３％と突出軍事帝国米国と互角で

張り合っていた、日本は GDP 世界セェア～１９９４年に１８％、中国は２０１

２年にピーク、世界貿易に占めるセェアは１４％なのに軍事支出のシェアは１

０％未満と低い。 

｛ イギリスのインド支配はきれいごとではなかった ｝ 

 １８５８年英国がインドを直接統治の時、世界中で一番綿工業が発達してい

たものを謀略的に潰し（世界 GDP の２０％強から１９１３年には４％に）余っ

た膨大な人口を使いアヘンを栽培させ、それを中国に売りつけて半植民地化に

乗り出し香港占領のきっかけとした。 

 １８２０年世界で一番生産力も高い富を蓄積、世界経済の３０％を占めてい

たのは大清帝国、第二位のインド２０％にはヨーロッパ全部を合わせても足り

なかった。 

 １９１３年世界第一次大戦前にはヨーロッパ諸国世界シェアが３０％ 中国

７％ インド４％にまで落ち込んでしまっていた。 

｛ 米国に派遣が移った１９３２年には欧米の世界支配は衰退開始 ｝ 

 欧米諸国による世界植民地支配の興隆期１６８年、円熟期１６８年、そして衰

退期１６８年合わせて５０４年、現在既に勃発している金融危機は五世紀にわ

たった植民地支配を根こそぎひっくり返す大転換となるだろう。 

｛ アメリカの没落が不可欠な理由～サービス業経済への転換 ｝ 

 製造業主体の経済からサービス業主体への経済転換が完成し株式市場の果た

す役割りがほとんど無意味化（事業法人に有利な条件で資金調達するのが株式

市場）二〇〇三年ごろから成長優先から株主尊重と優先順位がガラリと変わり

設備投資が景気回復の万能薬ではない時代になった。 

 今の消費者は消費に使う八割近くをサービスにかけている、残った僅かのセ

ェアを農林水産品と工業生産が分け合っている。 

 今や世界中で銀行の預貸率が下がっている、昔は９０％を      P ２ 



割り込むと不況と言われたが、慢性的に７０％台、時に６０％の国も 

｛ 株価と金融業界が景気のバロメーターではなくなった ｝ 

 金融業界人或いは経済学者の大部分は相変わらず工業生産中心の世の中を想

定し、経済が悪くなると金融緩和・財政出動等の政策で景気刺激してくれるから

景気が良くなるというが実はこじつけに過ぎない、景気は良くなったり悪くな

ったり、凄く良くなったり・悪くなったり政策とは全く無縁のサイクルで延々と

山や谷を作り続ける、これを政策で解決しようとするのは、米国文明の発想自体

の思い上がりだ、米国の株価は ほぼ完全に自社株買いに支えられていた。 

｛ 単純労働が消える ｝ 

 機械化されるので単純労働しかやれない人口が少ない程、豊かな社会になれ

る、ところが「人手が足りないから移民を受け入れる」という愚策を主張してい

る人達は基本が分かっていない、あきれ果てる。 

 移民の人たちが高齢化したとき、いったい誰が面倒みるのか、米国で黒人やヒ

スパニック人口の大部分は本当にかわいそうな境遇に置かれている、プアホワ

イトも黒人やヒスパニックと競争する立場に追い込まれ「古きアメリカを取り

戻せ」とトランプ人気が圧倒的に強かった、「米国の利権社会と暴動の凄まじさ」

米国の州・市警察には装甲自動車が配備されている、本物の戦車を持つケースも、

２０１４年 FBI などが「銃による死者が３、３万人 遂に交通事故死の３，２万

人を上回る」という警告を出した、民間人だけで２億７千万丁の銃を保有。 

｛ 刑務所民営化を利用してのし上がったクリントン夫妻 ｝ 

 収監人口は１９８０年から急上昇、５０万人未満から２００６年２４０万人

に達した、民営刑務所が収容人員を拡大したり、発注側の自治体に入居保証させ

るにも司法システム・裁判所がほぼ全面的に協力、三振法という（スリーストラ

イク、ユーアー・アウト）有名な悪法は暴力事件で前科２犯だと三度目に本当に

立ちションベン等の微罪でも終身刑になってしまう。 

 クリントンがアーカンソー州知事の時ものすごい選挙資金を確保して大統領

になり上がった、その資金は刑務所の受刑者健康管理を悪徳企業に一括発注、囚

人に強制労働、一切賃金を支払わない、売血させて悪徳企業の利益率を６～７０

０％、そのかなりの部分をクリントンはコミッションとして貰っていた、それを

背後の黒幕として仕切っていたのがヒラリーだった、経済犯罪も暴力犯罪も１

９７０年代がピークだったにも拘らず収監人口は激増、内訳は常習アルコール

乱用者６５％ 常習薬物乱用者６９％ 精神疾患あり５８％等で一生刑務所暮ら

しになってしまう状態。                      Ｐ ３ 



 石原慎太郎など親米保守の連中は日本でも一部実験的に刑務所の民営化を始

めさせた、日本の知識人は米国の大学に留学しても言われた通り鵜呑みして、自

分で調べる人はほとんどいない。 

｛ 所得格差以上に凄まじい資産格差 ｝ 

米国１９９８～２０１３年中間所得層（真ん中の２０％）でさえ１９，１％減少、

下から二番目の２０％層は５２、７％と凄まじい減少率、最下層２６、５％減少、

上位１０％だけが約７千万円強から約１億３千万円に急上昇している。 

１５年前中間層の７倍の資産が直近では１５倍に増加し酷い格差社会。 

｛ 諸悪の根源～正当で合法的な贈収賄としてのロビイング ｝ 

２００８～１５年ロビイングを通じた献金累計トップ１０は利権集団ばかりで

１位全米商工会議所約３、２億ドル ２位全米不動産協会約２、２億ドル ３位 

法制改善研究所（ここを通じて思い通りに裁判所や司法システムが変わる）約 

１、９億ドル ４位ゼネラルエレクトリック１、７億ドル ５位医師会１，５億ド

ル ６位製薬協会 １、４億ドル ７位病院協会１、３億ドル ８位全国ケーブル通

信協会・９位ボーイング１、２５億ドル １０位エクソンモビル１、２億ドル弱 

業界別では２００９～１１年累計で医療振興・医薬品製造・バイオテク７、９億

ドル強 保険４、８億ドル 電力４、８億ドル 石油ガス４、６億ドル強。 

｛ 命や資産や子女の教育を人質に取って肥えた利権産業 ｝ 

 貧困者や高齢者だけの医療保険の年間約７０万円はかなりの部分を国や自治

体が負担してくれるが、それ以外の層はよく出せるものだ。 

 国民一人当たり基本的医療保険コスト主要国比較では米国が突出６千ドル強、 

オーストラリア２千ドル、日本・仏・香港・英・南アフリカ・１千ドル台次いで、

カナダ・独・中国は５百ドル台。 

｛ 延々と続く製造業の凋落 ｝ 

 付加価値の対 GDP 比率１９４７年時点は製造業２５、６％ ２００９年時点

は１１，２％ 金融・保険・不動産は１０、５％→２１、５％ 金融業界の利益率

は１９８８年３％、最近では１６～９％ この米国の金融突出と中国の資源浪費

バブルは表裏一体。 

｛ 勤労所得では中間層の生活が維持できなくなっている ｝    

米国は１９７０年代半ばの労働分配率に比べて２０１０年は極端に激減して 

いる、表面的な理由は金融の肥大化になる。            Ｐ ４ 



他産業に比べて１９９０年代以降は１，４倍というべらぼうな伸びを示す。 

 中国における資源浪費バブルの膨張を金融面で支援していたのが米国の、 

連邦準備制度の錬金術だった。 

中国経済の高度成長は米国政府の借金である財務省債の流通の伸び縮みに 

中国工業生産高の増減がピッタリ対応している。 

｛ 米国の大企業は本質的な意味で無国籍化 ｝ 

 海外市場で大いに儲けているが国内で営業している企業全体（含む外国企業） 

の利益額・対 GDP 比率で昔はどんなに悪くても４％強だったが今は３％ぎり 

ぎり、その一方で国民企業利益（米国企業の国外での利益も含む）は１０％ 

前後で高止まり、と荒稼ぎ、企業が負担すべきリスクを財務省が国債発行で肩 

代わりしているが国債流通残高の中身が変化している、大部分は中国・日本が 

１位争いをしていたが両国とも買わなくなっている、やがては財源がないから 

米国債を償還できないということも。 

｛ 米国のサービス業主導経済への転換は悲惨な失敗例 ｝ 

 製造業労働者は２００８～９年の金融危機でゴッソリ減ったがウエイター・ 

バーテンダーという低報酬の職が凄い勢いで増加し、サービス業平均年収２万 

ドルの半分、チップで生計を立てている、２００７年基準で１８０万人増、製造

業は１５０万人減、ほんの一握りの金融と専門サービス業に従事する勤労者だ

けが儲ける、格差が大きくて悲惨な社会になってしまう。 

 米国では近い将来、プアホワイトと黒人・ヒスパニークの間で都市暴動が頻発

する懸念が払いきれない。 

｛ 中国資源バブル崩壊が暴き出すグローバル化の虚構 ｝ 

 オランダ政府中央局が刊行している世界の貿易品価格指数は今回２０１４年

５月から２０１６年１月にかけてマイナス２３％という大暴落、無駄な設備投

資のやり過ぎと原油価格も下がり、あらゆる資材の価格が下がった結果。 

｛ 驚異的な中国の資源浪費 ｝ 

 世界人口に於けるセェアは２０％ GDP は１３% に対しコンクリート６０％ 

石炭４９％ 銅４８％ 鉄鋼４６％ しかもセメントは米国が２０世紀の１００

年間で使用した４５億トンに対して２０１１年からの僅か３年間で６６億トン

と、とんでもない消費量、その他アルミ５４％ ニッケル５０％ 

                                P ５ 

 



｛ 原油はバーレル当たり２０ドル前後が適正価格になる ｝ 

 人間のエネルギー消費で大きな転換点は工業経済ではなく農耕・牧畜経済に 

変わったとき、一挙に３００KW/h から約７倍に、人口密度もコンマ何人から 

４０人と激増、一方工業経済への移行ではエネルギー消費量４倍、人口も一桁 

上がっただけ、これからサービス業主体の経済になると人口密度はさらに一桁 

上がって平方キロ当たり４千人位に、一方エネルギーの消費量は明らかに減少 

するだろう、人類史上初めて消費するエネルギーが減少しても経済発展が持続 

できる、資源制約という深刻な制約から解放される、日本にはエネルギー資源 

と金属資源をほとんど輸入しているので極めて好転する。 

｛ 中国の資源浪費がなくなると ｝ 

世の中の変化の先駆的指標「バルチックドライ海運指数」最高値は８０００を 

超えていた、２０１０年３５００台 ２０１６年春には３００弱と低迷、貿易 

量前年比上昇率も２０１０年の１８％ ピークで下がり続け ２０１６年には 

２％台を割り込んでいる。 

｛ 借金頼りの製造業拡大に突っ走った中国は前途多難 ｝ 

 米国の銀行総資産は約１５兆ドル GDP より低い目にも拘らず中国は２６～ 

７兆ドルと約１０兆ドルの GDP の２、５倍位 GDP の半額位を投資に使って 

いる、日本の高度成長期には２０数％でピークアウトはどこの国でもせいぜい 

３０％程度 

｛ こんなにダメな日本が世界の先端に立つこれだけの理由 ｝ 

 一人当たり GDP は現在３万ドル台半ば、１ドル８０円位の時には４万ドル台 

半ばだった～この当時米国とほぼ同じ。 

１． 政府債務ばかり膨らむ・じり貧日本の実績 

２． 政府債務の対 GDP シェアと GDP の対世界シェア７０％だった１９９２

年 

のシェアは一人当たり世界第４位１８％ その後に、日本債務は GDP 比

２００％を突破一方ＧＤＰ世界シェアはピーク時の半分以下の７～８％ 

３． 日経平均の「半値戻し」が世界株式市場大暴落の号砲、日本の株式市場は

世界中の投資家の食い物にされている、１９８９年に３万８千円台で大

天井を打った、１９７３年の大底からちょうど半ばが２１，０００円 

半値戻しの急落１～３回の後には中南米債務危機、４～５回目は東南ア

ジア通貨危機とロシア国債危機、               Ｐ ６ 



６回目の後はサブプライムローンバブル崩壊、７回目の後は２０１５年

末から翌年２月にかけての世界株式市場の急落だった、日本株でボロ儲

けした外国人投資家にとって日経市場が２１，０００円に接近するのは

「売り抜け」の合図だと。 

４． 日本の機関投資家は世界中の投資家にとって最上のカモ～外国人が買え

ば日本株は上がる。 

５． 円安は世界の投資家が円キャリーで日本株を買った「おかげ」だった。 

～日本円を借りて日本株を買う外国人投資家はアベノミクスを煽れば～

日本株を上げて儲けられるという確信を持っていた、円安になれば自国

通貨に変え株式の売却益と二度美味しい、こういう手法を「円キャリーの

日本株買い」という。 

６． 日本株を買い支える日銀と公的年金資金の無責任さ 

７． 先進諸国の中央銀行の中でも一番派手に博打を打っているのが日銀～ 

レバリッジ倍率とは自己資本に対してどの位の借金で運用か～普通の都

銀でも２０倍超で危うい、イングランド銀行は GDP の２割程度の歯止め

をかけている、連邦準備制度等の中央銀行は金融資産の１％の損失で自

己資本が消える水準にある（スイス国立銀行は自己資本を厚くしている） 

日銀は GDP の１０割とベラボウ、最近は機関投資家でさえ日銀・公的年

金資金以外怖がって日本株を買っていない。 

８． それでも日銀について行かざるを得ない銀行業界の悲哀、世界中のマイ

ナス金利国債７兆４千億ドル、内日本だけで５兆２千億ドルと約７割を

占める、銀行の余資は２０１０年１５０兆円（融資できないでいる資金）現在２００

兆円、一方日銀へ預けておくべき法定準備金は２０１０年１２月の２０兆円から今

では２２０兆円と急激に増加～マイナス金利下にも拘らず。 

日本の金融当局は 「戦争以外にデフレ回避策はない」 ことさえ知らない。 

９． 先進国の輸出は自国通貨安では伸びない、日本では工業製品の輸出に占め

る資本財・中間財の合計が８２～３％で完成材・消費財は１７～８％に縮小して

いるので円安でも輸出は伸びない、一方大きな損失は米ドルベースでみると

GDP は２０１１～２年ごろ６兆ドル（約７００兆円） ２０１５年には ４、１～２兆ドルで 

世界中から買う物やサービスの購買力は約三分の二に低下している。 

１０．  日本は労働人口一人当たり実質 GDP（２０００年水準比２割以上上がっている

米・英・ユーロ圏は１割前後）が高く国家債務負担は見かけほど重くない。 

国家債務は GDP 比の２、５倍あるが日本国民同士の貸借は国の中だけで

決済すればいいこと、対外純資産では３００兆円を超えていて世界で一

番大きい、国の支出が GDP に占めるシェアでみるとよく優等生と言われ

ているカナダで４０、８％ 米国４０、９％ 日本４０、１％   Ｐ ７ 



｛ 賢い個人投資家と愚鈍な機関投資家で成り立つ日本 ｝   

 ２０１２年から２０１５年６月の２年半で日本の個人家計の総資産に占める株式は倍増

近く、この間個人家計は一貫して売り、にも拘らず評価益がこんなについている。 

 この間、機関投資家はぼろ負けしている。 

｛ サービス業主導経済時代に大富豪はいらない ｝ 

 日本には小金持ちは多いが大富豪は少ない～１億２千万円持っている国別のシェア

では日本は米国に次いで２位 ３位英 ４～６位仏・独・中国 ５％ ６０億円に上げると米

国５、５万人 ２位中国１万人近い、その次は英・独・スイス・仏・伊、日本は８位 

｛ 明るい未来と暗い現在とのはざまをどう生き抜くか ｝ 

１．少額でもいいから「金」を買って絶対に売らないこと・供給量総ストック１７万トン位、

年間の生産は２～３千トンに過ぎない又年間増加率１、５～１、７％と少ない、１９８０年

１月、２００～３００ドル（トロイオンス）が突然米国で８００ドル台に、２０１１年に１９００ドル

台、ところが唯一日本の通貨・円で評価すると１９８０年１ｇ当たり５３００円が直近で４７

００円、それほど円は強かった、１９８０年から３５年間 １ドル３６０円から下がり続け７９

円まで下がり最近は１１７円前後まで上がった。 

結局３０年間の金に対するパーフォーマンスでは一番良かった、日本円のままで

預金していたのが良かった。 

長期的な経済動向でどこの国の経済が本当に強いか見極めるには全てその国

の通貨の比較が一番よく分かる、日本円がいかに強いか。 

金は利子がつかないが株より遥かにいいパーフォーマンスをしている。 

資産として金は今なお世界で一番流動性の高い通貨だ、金のストック時価評価額

は７兆７千億ドル、世界中に存在する金通貨の現金総額５兆ドルよりはるかに大き

い、２０１６年米国の国家債務は１９、５兆ドル。 

２．趣味に凝って人に教えられ、相手から謝礼を貰えるくらいのものを、１つか２つ持つ

べきだ、江戸時代は早々に引退している反面、高齢でも趣味を生かして現役で働き

続ける人が増えていた時代。 

                                                 以上 


